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医療機関で、両立支援出張相談窓口も開設しています！

病気になっても働き続けられる
職場づくりをサポートします！

事業場の皆様へ

～がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝疾患、その他難病など～

治療と仕事の両立
支援に関する相談
に、電話・メール・
面談等により対応
します。

ご相談は
お気軽に

セミナー・
研修の実施 個別訪問支援 個別調整支援

両立支援の普及・
啓発を目的とした
事業者等を対象
とするセミナーを
実施します。

両立支援に精通したス
タッフが、事業場を訪
問し、社内制度の整備、
就業規則の見直し、進
め方についての助言
等、両立支援制度の導
入をサポートします。

患者さんを中心に
医療機関・事業場と
の間で情報共有、仲
介、調整支援、両立
支援プランの作成
等について助言・支
援をします。

社員の健康確保が会社にとって重要だということを経営方針等で宣言
している

病気を治療しながら柔軟に働ける制度（テレワーク、時差出勤、フレッ
クスタイム、短時間勤務、時間単位の有給休暇の少なくともいずれか）
がある

治療と仕事の両立のための病気休暇制度、休職制度があることを社員
に伝えている

病気を抱える社員に対し、就業中の時間の使い方や場所に配慮（休憩
室･休養室や保健室の活用、頻回なトイレ等）している

治療と仕事の両立に関する相談窓口があり、かつ社員に周知している

休職を経て復職する社員の職場復帰に関する支援のプラン（職場復帰
支援プラン）を作成し実行している

法定の健康診断を定期的に実施し、がん検診の受診についても積極的
に受けられるよう（時間的、金銭的）配慮している

事業所内（屋内）の全面禁煙や空間分煙（喫煙専用室の設置等）など
の受動喫煙対策を実施 している

社員の健康づくりを積極的に進め、勤務時間内に体操を行ったり身体
活動を高める工夫をしている

治療と仕事の両立のために、病気を抱える社員本人と人事･労務担当
者や産業医等が連携し、勤務情報を主治医に提供する体制がある

健康情報を含む個人情報の取り扱いについてルールがある
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岩手医科大学附属病院 患者サポートセンター

医療機関相談窓口 相談日時 予約先・問合せ先

第3火曜日／13：00～16：00 ※随時対応（要相談） 019－613－7111

内丸メディカルセンター 患者サポートセンター 随時対応（要相談） 019－613－6111

岩手県立胆沢病院 医療情報コーナー 第4火曜日／11：30～14：00 ※随時対応（要相談） 0197－24－4121

岩手県立磐井病院 患者支援センター 第3月曜日／11：30～14：00 ※随時対応（要相談） 0191－23－3452

岩手県立中部病院 えぐなるプラザ 第3水曜日／10：00～12：30 ※随時対応（要相談） 0197－71－1511

独立行政法人　労働者健康安全機構
Japan Organization of Occupational Health and Safety

岩手産業保健総合支援センター



勤務情報提供書

意見書

意見書

両立支援プラン

働く人

意見書の作成
②業務内容などを参考
に職場での配慮事項をま
とめた意見書を、働く人
（患者）にわたします。

企　業

両立支援プランの作成
④「意見書」をもとに、働く
人（患者）の要望などを話
し合いながら必要な支援
プランを作成します。

医　師

治療と仕事の両立支援をめぐる状況

日本の将来人口予想

日本の人口は2050年には約１億人まで減少する見込みです。今後さらに
高齢化が進み、労働力が減少し、生産年齢人口比率の減少が加速します。

治療と仕事の両立ができる職場環境の整備

職場の支援制度を見直しましょう

両立支援を行うためのポイント

産保センターの支援サービスを利用し、両立支援を進めましょう

◎企業・医療機関における両立支援のための情報のやりとり◎

治療と仕事の両立のために患
者（労働者）が必要としてい
る制度は、時短勤務制度や時
差出勤、テレワークなど治療
や体調に合わせて勤務時間や
勤務場所が柔軟に選択できる
制度です。

疾病を抱える労働者の就業可能性の向上

治療技術の進歩により、かつては「不治の
病」とされていた疾病においても生存率が
向上し、「長く付き合う病気」に変化しつつ
あります。病気になったからといって離職
しなければならない
わけではありません。
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※出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、総務省「人口推計（平成28年）」より経済産業省作成

※出典：平成31年3月東京都福祉保健局「東京都がん医療等に係る実態調査結果（がん患者の就労等に関する実態調査）」

※出典：独立行政法人国立がん研究センター　がん対策情報センター「全国がん罹患モニタリング集計」

※出典：厚生労働省「悪性新生物（がん）の入院患者・
　外来患者数（令和2年患者調査より）」

■がん患者の5年相対生存率の推移（％）

■治療と仕事の両立のために利用可能であった制度／利用したい制度（複数回答）

現在利用可能な制度（n=425） あれば利用したい制度（n=425）

入院日数の短縮化と通院治療へのシフト

近年の主ながん種の平均入
院日数は短くなりつつある
一方、外来患者数が増えて
おり、通院しながら治療を
受ける患者が増えています。
それとともに、治療の副作
用や症状等をコントロール
しつつ、通院で治療を受け
ながら仕事を続けるケース
が増えています。

■入院患者・外来患者数の推移（千人）

がん患者の離職率の現状

退職・廃業した人が

約２割
がん治療のため、退職・廃業
した人の割合は、2014年で
33.2％、2018年で19.2％と
なっています。全体としては改
善傾向にありますが、依然と
して2割の方が離職をしている
という現状は課題といえます。 

※出典：国立がん研究センターがん対策情報センター厚生労働省委託事業
　「患者体験調査報告書 平成30年度調査」
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※出典：厚生労働省「悪性新生物（がん）の退院患者における
　平均在院日数（病院・一般診療所）（令和2年患者調査より）」

■在院日数の推移（日）
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事業場が
できる準備

厚生労働省では、治療と仕
事の両立支援ガイドライン
を公表しています。事業場
で両立支援を行う上で参考
となります。

Pick Up!

両立支援は職場の
健康経営の

　　　　　取り組
みのひとつです！

配慮
・環
境整
備 治療・診断　

　
　
　
情
報
共
有・
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介・
調整
　　
　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　情報共

有・仲
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調
整
　
　

各種対応：相談・訪問支援・研修・
セミナ

ー

労働者、管理
職に対して研

修などを行い、
意識啓発を図りま
しょう。

治療に配慮するた
め、休暇制度や勤務制
度などを実情に応じ
て検討や整備を
していきましょ
う。

安心して相談・
申出が行えるよ
うな相談窓口を
明確にして周知しま
しょう。

基本方針や対応方
法などルールを作成。
　労働者に周知し、両

立しやすい職場
環境を作りま
しょう。

両立支援の検討は
働く人の申出から
スタートします

主治医に相談

両立支援の申出

就業上の措置
 治療への配慮

勤務情報提供書作成
①働く人（患者）
は医療機関に
業務内容などを
記載して提出し
ます。

意見書の提出
③医療機関が作成した「意見
書」を企業の相談窓口などに
提出します。
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等、両立支援制度の導
入をサポートします。

患者さんを中心に
医療機関・事業場と
の間で情報共有、仲
介、調整支援、両立
支援プランの作成
等について助言・支
援をします。

社員の健康確保が会社にとって重要だということを経営方針等で宣言
している

病気を治療しながら柔軟に働ける制度（テレワーク、時差出勤、フレッ
クスタイム、短時間勤務、時間単位の有給休暇の少なくともいずれか）
がある

治療と仕事の両立のための病気休暇制度、休職制度があることを社員
に伝えている

病気を抱える社員に対し、就業中の時間の使い方や場所に配慮（休憩
室･休養室や保健室の活用、頻回なトイレ等）している

治療と仕事の両立に関する相談窓口があり、かつ社員に周知している

休職を経て復職する社員の職場復帰に関する支援のプラン（職場復帰
支援プラン）を作成し実行している

法定の健康診断を定期的に実施し、がん検診の受診についても積極的
に受けられるよう（時間的、金銭的）配慮している

事業所内（屋内）の全面禁煙や空間分煙（喫煙専用室の設置等）など
の受動喫煙対策を実施 している

社員の健康づくりを積極的に進め、勤務時間内に体操を行ったり身体
活動を高める工夫をしている

治療と仕事の両立のために、病気を抱える社員本人と人事･労務担当
者や産業医等が連携し、勤務情報を主治医に提供する体制がある

健康情報を含む個人情報の取り扱いについてルールがある
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岩手医科大学附属病院 患者サポートセンター

医療機関相談窓口 相談日時 予約先・問合せ先

第3火曜日／13：00～16：00 ※随時対応（要相談） 019－613－7111

内丸メディカルセンター 患者サポートセンター 随時対応（要相談） 019－613－6111

岩手県立胆沢病院 医療情報コーナー 第4火曜日／11：30～14：00 ※随時対応（要相談） 0197－24－4121

岩手県立磐井病院 患者支援センター 第3月曜日／11：30～14：00 ※随時対応（要相談） 0191－23－3452

岩手県立中部病院 えぐなるプラザ 第3水曜日／10：00～12：30 ※随時対応（要相談） 0197－71－1511

独立行政法人　労働者健康安全機構
Japan Organization of Occupational Health and Safety

岩手産業保健総合支援センター


